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 このため 1995 年の第 1 回締約国会議（COP1）以




責任原則に基づき、2008 年から 2012 年までの 5 年

















 2013 年時点の世界のエネルギー起源 CO2 排出量
は、中国が 28%、米国が約 16%となっており、世界
全体の 322 億トンのうち、米中 2 か国で世界の排出
量の 40%以上を占めています。京都議定書は 2012

















 その後、この合意に基づき 2012 年に設置された
ADP において国際交渉が進められました。2015 年





























































といった規定は、いずれも 2025 年や 2030 年までと
いう時限的な枠組みでは無く、長期的な取組みを目
指して対応を進めることを念頭に置いたものです。 

















国が目標を見直し 2025 年の COP の 9～12 か月前に
提出する、その後も 5 年おきにこの流れが繰り返さ
れることとなります。 































































2016 年 4 月 22 日から 1 年間、ニューヨークの国連
本部で署名のため公開され、4 月 22 日には署名式が
執り行われます。その後各国が締結の手続きを進め、
発効要件（55 か国以上かつ全世界の温室効果ガス排
出量の 55%以上を占める国の締結）が満たされた 30
日後にパリ協定が発効することとなります。我が国
の締結に当たっては、そのために必要な国内の体制
を整備する必要があります。こうした署名及び締結
に向けて着実に準備を進めていきます。 
 さらに、パリ協定の実施のための詳細を定めてい
く必要があります。緩和、適応、資金、透明性など
の要素について、パリ協定の実施に関する手続きや
指針等は、パリ協定の締約国会議で決定するとされ
ているものが多く、そのための検討を、新たに設置
することが合意された「パリ協定の実施に関する特
別作業部会（APA）」や条約補助機関会合などの場で
進めていくことが、COP21 決定で決まっています。
その中には、透明性枠組みに関する手続きや市場メ
カニズムの活用に関する指針など、パリ協定の実効
的を高めるために重要な事項も多く、パリ協定の着
実かつ効果的な実施に役立つ詳細ルールを検討し設
定していく必要があります。我が国としても、こう
した詳細ルール交渉に積極的に参加・貢献していき
ます。 
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